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^ 業務内容 本業務は、首都高速道路全線を
対象とした非破壊調査及び応力計測を伴う橋
梁の健全度評価・診断を行うものである。
主な作業内容は次のとおりである。

{ 鋼構造物損傷調査等
| 構造物の応力計測及び健全度評価
} 構造物の補修・補強設計検討
~ 技術資料作成

_ 履行期間 契約締結日の翌日から平成26年
４月30日まで

` その他 本業務は、提出された参加表明書、
技術提案書及び見積書（以下「参加表明書等」
という。）を審査した結果、技術提案書の評価
点が最高の者であり、かつ、業務規模として
定めた金額の範囲内で有効な見積書を提出し
た者を契約の相手方として特定する公募型プ
ロポーザル方式（標準タイプ）（政府調達協定
対象）の対象業務である。

２ 競争参加資格
\ 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。

] 首都高速道路株式会社における平成23・24

年度一般競争（指名競争）参加資格の「橋梁
設計」の認定を受けているものであること。

^ 参加表明書の提出の日から契約の相手方の
決定の日までの間において、競争に参加しよ
うとする者の間に以下の基準のいずれかに該
当する関係がないこと。なお、上記の関係が
ある場合に、辞退する者を決めることを目的
に当事者間で連絡を取ることは、調査・設計
請負現場説明書の説明事項１eイの記載に抵
触するものではないことに留意すること。
{ 資本関係 以下のいずれかに該当する２
者の場合。ただし、子会社（会社法第２条
第３号に規定する子会社をいう。以下同
じ。）又は子会社の一方が更生会社又は再生
手続が存続中の会社である場合は除く。
イ 親会社（会社法第２条第４号に規定す
る親会社をいう。以下同じ。）と子会社の
関係にある場合
ロ 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

| 人的関係 以下のいずれかに該当する２
者の場合。ただし、イについては、会社の
一方が更生会社又は再生手続が存続中の会
社である場合は除く。
イ 一方の会社の役員（以下に掲げる定義
に該当する者をいう。以下同じ。）が、他
方の会社の役員を現に兼ねている場合
ロ 一方の会社の役員が、他方の会社の管
財人（以下に掲げる定義に該当する者を
いう。）を現に兼ねている場合
【役員の定義】
Ë 会社の代表権を有する取締役（代表
取締役）

ô 取締役（社外取締役を含む。ただし、
委員会設置会社の取締役を除く。）

ã 委員会設置会社における執行役又は
代表執行役

【管財人の定義】
会社更生法第67条第１項又は民事再生
法第64条第２項の規定により選任された
管財人

} その他見積りの適正さが阻害されると認
められる関係 その他上記{又は|と同視
しうる資本関係又は人的関係があると認め
られる場合

_ 業務実施上の条件
{ 法人に必要とされる業務の実績 当該業
務に参加を希望する法人は、平成14年度以
降に都市高速道路又は高速自動車国道にお
ける鋼橋の疲労損傷に関する詳細調査業務
及び疲労試験並びにコンクリート橋の健全
度評価業務に関して完了した実績を有する
こと。なお、当該実績について、首都高速
道路株式会社（民営化前を含む。以下|お
いて同じ）から業務の評定点を受けたこと
がある場合には、業務の総合評定点が60点
未満のものは認めない。

| 予定管理技術者に必要とされる要件
Þ）技術資格 技術士［建設部門（鋼構造
及びコンクリート）］又はＲＣＣＭ（鋼構
造及びコンクリート）を有する者とする。
なお、外国資格を有する技術者（我が国
及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建
設市場が開放的であると認められる国等
の法人に所属する技術者に限る。）につい
ては、あらかじめ技術士相当又はＲＣＣ
Ｍ相当との国土交通大臣認定を受けてい
る必要がある。

ß）業務実績 下記に示される「同種又は
類似業務」を、平成14年度以降に完了し
た業務において、１件以上の実績を有さ
なければならない。なお、当該実績につ
いて、首都高速道路株式会社から業務の
評定点を受けたことがある場合には、業
務の総合評定点が60点未満のものは認め
ない。
同種業務 首都高速道路における鋼橋

の疲労損傷に関する詳細調
査業務及び疲労試験

類似業務 都市高速道路（首都高速道
路を除く）又は高速自動車
国道における鋼橋の疲労損
傷に関する詳細調査業務及
び疲労試験

３ 技術提案書の評価基準
\ 技術提案書による評価
{ 予定管理技術者及び予定担当技術者（以
下「配置予定技術者」という。）の技術資格

| 配置予定技術者の同種・類似業務の実績
} 配置予定技術者の手持ち業務量
~ 配置予定技術者の公的機関からの表彰経
験

� 予定管理技術者の首都高速道路株式会社
発注業務（平成24年９月以前５ヵ年間）で
の実績

] 配置予定技術者からのヒアリングによる評
価
{ ヒアリング対象者
Þ）予定管理技術者

| 評価項目
Þ）専門技術力
ß）業務への取組み姿勢
à）質問に対する応答性

４ 手続等
\ 担当部署 首都高速道株式会社 西東京管
理局 総務・経理課 〒102`0093 東京都千
代田区平河町二丁目16番３号 Ａ棟８階 Ｔ
ＥＬ03`3264`8394

] 現場説明書及び技術提案書作成要領の交付
期間、場所及び方法
{ 交付期間 平成25年１月25日（金）から
平成25年２月４日（月）までの毎日（行政
機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条に規定する行政機関の休日を
除く。以下同じ。）、10時から15時まで。（12

時から13時までの時間を除いた時間）

| 場所 上記\に同じ。
} 方法 無償にて直接交付する。

^ 参加表明書の受領期間、提出場所及び提出
方法
{ 受領期間 平成25年１月25日（金）から
平成25年２月４日（月）までの毎日、10時
から15時まで。（12時から13時までの時間を
除いた時間）

| 提出場所 上記\に同じ。
} 提出方法 持参による。

_ 上記２の参加資格を確認し、平成25年２月
13日（水）にその結果を書面にて通知する。
技術提案書及び見積書（以下「技術提案書等」
という。）の提出要請を受けた者のみ技術提案
書等を提出できるものとする。

` 技術提案書等の提出期間、提出場所及び提
出方法
{ 提出期間 平成25年２月13日（水）から
平成25年３月25日（月）までの毎日、10時
から15時まで。（12時から13時までの時間を
除いた時間）

| 提出場所 上記\に同じ。
} 提出方法 持参による。

a 見積書開封の日時及び場所 上記_の書面
にて通知する。

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。

] 契約保証金 免除
^ 契約書の作成要否 要
_ 関連情報を入手するための照会窓口は上記
４\に同じ。

` 上記２]に掲げる一般競争（指名競争）参
加資格の認定を受けていない者も上記４^に
より参加表明書を提出することができるが、
その者が技術提案書等の提出を要請された場
合であっても、技術提案書等を提出するため
には、技術提案書等の提出時において、当該
資格の認定を受けていなければならない。

a 技術提案書のヒアリングを行う。
b 詳細は現場説明書及び技術提案書作成要領
による。
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